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       ―  所得格差分析に向けた地域特徴的経済指標の可能性  ― 
 
 












































究グループが中国国家統計局の協力を得て行った 1988 年、1995 年、1999 年、2002 年を










察する。最後に第 3 節で、本稿の結論と課題、今後の展望を述べる。 
 
 








                                                  
1  表 1 に一連の調査の対象をまとめた。 CHIPS のより詳しい設計思想については Khan & Riskin [2001]、
Knight and Song [2005]を参照のこと。 3 
 
1988 年を対象とした第 1 回調査に基づき、 実際の所得要素はより広く捉えられるべきで、
それゆえ国家統計局による統計が過小であること（Khan et al.［1992］ ） 、またそういった
多様な所得要素を考慮に入れることにより、農村と都市それぞれにおいて所得格差に対す
る評価が変更され得ること（Bjorn & Li [1997]） 、がわかった。 
続く第 2 回 1995 年調査に至っては、2 時点間の所得格差の動向だけでなく、それらを決
定付ける要因に対しても分析の目がむけられるようになる。Khan & Riskin [1998]におい
ては、1988 年から 1995 年にかけて農村都市間格差が拡大したことが確認された。その後






いては表 1 を参照。 ） 






























しかし CHIPS をはじめ家計調査のみによって、 対比すべき各地域の制度自体を描くこと
ができないため、制度の存在とその不備を前提として、それを克服する契機が分析されて
きた。家計や個人の特性（年齢、学歴、性別等） 、家庭経営の特徴（農業所得と保有耕作地













に対して最も大きな影響を及ぼすとされている。 （Bjorn & Li [2002]）上述の労働移動問題




決定要因として問題を設定した場合、 多くの研究では GDP 等の経済水準のそのものを地域
要因として扱っているにすぎない。 
例えば、経済発展的変化の代表的現象たる農村住民の賃金所得増加と対比しても、決定








































                                                  
3  さらに性別による格差もその動向は分析によって一様でない。例えば男女の格差は、男女間の教育、社
会的身分、就業する企業形態等によって説明がつけられる（Shu & Bian [2003]）ようになってきているも
のの、必ずしも公平に労働市場が機能しているとは言えず（Bjorn & Li [2000]） 、その程度が所得階層や
（Bishop et al. [2005]）企業の所有制形態によって異なる。 （Demurger et al. [2007]）これは性別の差異
が、より社会的、文化的な属性を持つ問題であるためである。 6 
 


















































































析として、各地域の所得格差に対し物価水準の差を考慮する重要性を強調する Brandt  & 
Holz [2006]がある。省間 PPP を用いて修正された所得は、貧困地域で上方に、富裕地域で




























                                                  

































第 2 節  農工間製品価格差の省間比較 
   
市場の効率性と経済の発展度を示す指標として、農工間製品の相対的な価格差を取り上
げる。そしてこの指標を中国国内の地域経済的差異として分析する場合を考えてみよう。














































農業、 工業、 両部門の製品価格は、 『中国物価年鑑』 2003 年版から得た。 中国物価年鑑は、
全省・地区にまたがる 36 の（必ず省都を含む）主要都市における様々な性格の製品につい
て、その絶対価格を収集した資料である。我々は各省都の価格をその省を代表する価格と
みなし、 農産品について 29 品目、 工業製品について 47 品目を選び、 各省における農産品、
工業製品の平均価格、そしてまた全国平均価格を算出した。8  （品目については、表 2 を
参照。 ）上述の様に生産額をウエイトとして用いたが、生産量について、農産品は『中国農
業統計資料』 、 『中国統計年鑑』 、 『中国農業年鑑』 、 工業製品は 『中国工業経済統計年鑑』 、 『中
国統計年鑑』のそれぞれ 2003 年版よりデータを得た。 
全国平均価格に対する、第 i 省の農産品（工業製品）の価格水準（指数）は以下の手順で
算出される。 （以下、農産品を想定して説明。 ） 





























































                                                  














𝑇𝑇   は、31 省・地域（i =  北京,・・・,新疆）と全国（T）の農
産品の各品目（n = 1, 2,  ・・・N）に対する価格(p)と生産量(q)を表す。当然ながらこれら
は、農産品（添え字 A）だけでなく工業製品についても𝑃𝑃iI が計算される。 
また  𝑤𝑤𝑛𝑛𝑖𝑖
 𝑖𝑖  、 𝑤𝑤𝑛𝑛𝑖𝑖







































                                                  
10  中国の地域間 PPP の計算は近年始まったばかりの研究である。先駆的な研究として前掲の Brandt & 
Holz [2006]のPPPがあるが、 1990年のPPPを省別の消費者物価指数で延長した系列である。 対してFukao 









図 2-1 から 2-6 は、食品・軽工業、化学、鉄鋼、鉱業、機械・製造、全工業産業平均の省
別価格差を図示したものである。一見すると、化学に比して、食品や軽工業、さらに鉄鋼、


























その様相は大きく異なるであろう。 （図 2-2 参照） この分野では 1970 年代から北京、 天津、
上海の直轄市を中心に、東北から華東にいたる沿海地区で大規模な化学プラントが建設さ
れたが、2002 年現在でも中心的な地域であり、中国においては工業用の化学薬品や樹脂素
                                                  
12    表 2、3 の分類は中国の産業政策にもとづいた産業構造を考慮したものであり、 一般的な分類とは異な
っている。 





























図 3-4 に見える鉱業の価格は、 表 3 に示される偏差や変動係数が似通う鉄鋼とは異なり、
北から南、沿海から内陸の各地域でまんべんなく格差が表れている。化学や鉄鋼の場合の
様に、生産額シェアとの関連もはっきりと確認できない。鉱業のうちその大部分を占める





                                                  






















































された。15  この様に農作物の保護価格による買い付けは、1990 年代の終わりから本稿の
対象とする 2000 年代初めにかけて自由化が進んでいる。 
















                                                  
15    以降の農作物流通制度については、基本的に前傾の菅沼[2009]及び菅沼他[2002]に拠る。 
16    中国農業部[2003]  pp.97-98。 
17    国家発展和改革委員会価格監測中心  編『全国主要商品（服務）価格監測数値彙編』2007 年版。 
































































年鑑  2003 年版、工業経済統計年鑑 2003 年版より、工業部門の賃金として、第 2 次産業
に従事する都市住民の平均年あたり賃金収入を、農業部門従事者の賃金として農村居住者






モデル  si  ＝  b0  ＋  b1αi  ＋  b2βi  ＋  b3γi  ＋  ε 
 
                                                  
19  説明変数は標準化されている。 19 
 
si：第 i 省の農工間製品相対価格差  αi：第 i 省の非国有企業数比率   











結果は中国経済における 1 つの傾向を再確認させる。 
第 1 節で概観した様に、 賃金格差は一人当たり GDP の高い発展地域でも大きい傾向があ









ある 1 人当たりGDPがこのモデルにおいて内生性を持っている可能性を考えられる。 次に、
先に触れた図 6 上に見られる特徴に関する問題を挙げることができる。そこでは、東部沿





そこで図 6 に見られる関係性に対する説明の可能性の 1 つとして、非線形の相関を考慮
し以上の議論を補完しよう。すなわち農工間製品の相対価格は、非国有企業数比率や 1 人
当たり GDP の様に市場化や経済発展を表わす指標と対比されたとき、 また賃金格差と対比
されたとき、逆 U 字型の分布を示すということである。市場化や経済発展の度合いが低い
段階では小さく、その度合いが高まるにつれ大きくなっていくが、度合いがさらに高まる
                                                  
























る労働者市場であるとみなすことができ、 完全に統合されているとは言えない （Yang [2005]）
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図 1  中国の省間ＰＰＰ 
 






































北京 ＝ 126 
 
図 2-1  食品･軽工業  省別  製品価格差                          図 2-2  化学  省別製品価格差 
 
出所  図 2-1 から図 2-6  全て筆者作成。 


































































































































































































































































図 3-1  食糧作物  省別価格差                               図 3-2  経済作物  省別価格差 
出所  図 3-1 から図 3-4  全て筆者作成。 
















































































































































































































































工業製品 / 農産品 平均    0.96 
標準偏差  0.15 
変動係数  0.16 30 
 
図 5  非国有企業数比率 
 
出所：中国工業経済統計年鑑 2003 年版より作成。 

















































































0.50  0.60  0.70  0.80  0.90  1.00  1.10  1.20  1.30 
非国有企業数比率
相対価格
平均   0.26 
標準偏差  0.18 
変動係数  0.69 31 
 













北京 天津 河北 山西 内蒙 遼寧 吉林 黒竜江 上海 江蘇 浙江 安徽 福建 江西 山東 河南 湖北 湖南 広東 広西 海南 四川 重慶 貴州 云南 西蔵 陝西 甘粛 青海 宁夏 新疆
1人当たりＧＤＰ 平均   9,797 
標準偏差  6,440 
変動係数  0.66 32 
 















































図 9  農業部門と工業部門の賃金格差 








































農工間賃金格差 平均   1.06 
標準偏差  0.48 
変動係数  0.45 34 
 

















































表 1  CHIPS の調査対象 
 
    1988 年調査  1995 年調査  2002 年調査 







7,998   
34,739   
19   
9,200   
37,947   








































表 2  対象品目 
 
工業製品 
食品・軽工業  食用植物油  精製糖  乳製品  酒  ビール  タバコ  毛糸  綿布  木材 
化学  天然ガス  LPG  ガソリン  ディーゼル油  硫酸  硝酸  塩酸  苛性ソーダ       炭酸ソーダ 
  化学肥料  化学農薬 
ポリエチレ
ン樹脂 
合成ゴム  合成洗剤  セメント  ガラス  合成アンモニウム     
鉄鋼  銑鉄  製鉄  大中型鋼材  線材  薄型圧延鋼  鉄合金  コークス     
鉱業  原炭  銅  鉛  スズ  アルミ         




食糧作物  稲  小麦  玉米  豆類  馬鈴薯       
経済作物  油料  棉花  糖類           
野菜  大白菜     キャベツ         
ホウレン
ソウ 
キンサイ  油菜  キュウリ  ニンジン  ダイコン 
  茄子             トマト  ピーマン  ニンニク  ナガネギ  ササゲ  レンコン  スイカ 






表 3  工業部門生産額  省別（％） 
  食品・軽工業  化学  鉄鋼  鉱業  機械・製造  合計 
北京  1.05  2.68  4.16  0.15  2.66  2.07 
天津  1.20  2.47  1.91  0.25  3.81  2.04 
河北  4.74  4.51  12.18  0.81  0.37  4.62 
山西  1.38  1.52  7.47  1.89  0.14  1.98 
内蒙  1.33  0.91  3.00  7.44  0.64  1.59 
遼寧  3.78  10.39  12.10  2.39  2.75  5.91 
吉林  1.67  2.35  1.97  2.42  10.63  3.70 
黒竜江  1.98  4.97  0.62  7.20  3.67  2.96 
上海  1.10  3.97  7.86  0.76  16.76  5.74 
江蘇  13.98  7.89  7.15  4.23  6.35  9.89 
浙江  6.60  6.47  1.40  0.85  2.27  4.75 
安徽  5.12  2.90  3.30  8.40  3.79  4.31 
福建  2.23  2.03  1.52  1.07  4.94  2.60 
江西  2.07  1.46  3.10  2.94  3.38  2.39 
山東  16.44  8.30  4.86  1.75  3.16  9.96 
河南  7.92  4.43  3.86  15.20  0.61  5.52 
湖北  5.70  3.54  5.16  2.79  13.76  6.72 
湖南  1.59  2.94  3.51  4.89  0.33  1.99 
広東  2.92  8.88  2.18  1.10  8.49  5.06 
広西  5.09  1.19  1.68  3.17  2.82  3.32 
海南  0.11  0.18  0.04  0.00  0.14  0.12 
四川  5.03  3.38  4.62  1.98  0.42  3.58 
重慶  0.47  0.82  1.19  1.56  6.25  1.86 
貴州  1.34  0.86  1.68  7.63  0.18  1.32 
云南  0.62  1.22  0.63  3.70  0.64  0.88 
西蔵  0.03  0.03  0.00  0.01  0.03  0.02 
陝西  1.46  2.88  0.58  1.00  0.98  1.51 
甘粛  0.46  2.69  1.54  6.98  0.00  1.23 
青海  0.19  0.30  0.22  2.77  0.00  0.29 
宁夏  0.09  0.68  0.38  3.54  0.00  0.37 
新疆  2.33  3.16  0.14  1.13  0.05  1.69 




表 5  農業部門生産額  省別（％） 
 
食糧作物  経済作物  野菜・果物  合計 
北京  0.2  0.1  1.0  0.6 
天津  0.3  0.6  0.9  0.6 
河北  4.4  7.0  9.2  6.6 
山西  2.3  1.2  2.1  2.2 
内蒙  5.0  1.8  1.6  3.4 
遼寧  3.3  1.2  3.6  3.4 
吉林  5.4  0.9  2.1  3.8 
黒竜江  8.0  1.5  2.7  5.5 
上海  0.3  0.2  1.1  0.7 
江蘇  5.1  6.1  6.7  5.8 
浙江  1.7  1.5  3.9  2.7 
安徽  5.1  8.5  4.5  4.8 
福建  3.7  0.8  2.7  3.2 
江西  2.6  2.3  2.6  2.6 
山東  6.6  10.2  11.4  8.8 
河南  6.9  13.9  8.9  7.8 
湖北  4.5  6.4  6.5  5.4 
湖南  5.0  3.3  4.2  4.6 
広東  3.1  3.6  6.2  4.6 
広西  2.8  6.7  2.9  3.3 
海南  0.0  0.8  0.5  0.3 
四川  7.2  1.1  3.9  5.6 
重慶  2.6  3.4  1.4  2.0 
貴州  2.0  1.3  1.4  1.7 
云南  3.7  2.3  1.1  2.6 
西蔵  0.1  0.1  0.0  0.0 
陝西  2.6  1.0  3.2  2.8 
甘粛  2.8  1.2  1.3  2.1 
青海  0.3  0.3  0.1  0.2 
宁夏  0.8  0.2  0.4  0.6 
新疆  1.8  10.7  2.0  1.9 
出所： 『中国農業統計資料 2003』 、 『中国物価年鑑 2003』をもとに、対象 37 品目について筆者作成 
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表 4    工業製品：平均価格からの乖離の平均と標準偏差、変動係数 
  全工業 
食品・ 
軽工業 
化学  鉄  鉱業 
機械・ 
製造業 
平均  0.95    0.94    0.97    0.92    0.89    0.91   
標準偏差  0.08    0.14    0.09    0.23    0.23    0.27   





表 6  農産品：平均価格からの乖離の平均と標準偏差 
  全農業  食糧作物  経済作物  野菜・果物 
平均  1.01    1.02    1.00    1.01   
標準偏差  0.14    0.19    0.17    0.18   






表 7  回帰分析結果 
   
  農工間相対価格 
N = 31  OLS 
非国有企業数比率  -0.322* 
(-1.90) 





   
Ｆ検定  F( 3, 27) = 2.65, 
Prob. > F = 0.07 
Adj.Ｒ2  0.141 
出所：筆者作成。注：*は 10％、**は 5％の有意水準を意味する。 
 
 
 
 
 
 